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　慣習法文書（chartes　de　franchises，　chartes　de
coutumes，　chartes－lois）と呼び慣わされる史料群は、西
欧中世の都市・農村における領主と共同体との関係を知
るための最も重要な史料とされてきた。この史料の性格
については、1966年のスパの学会におけるJ．Schneider
の報告における「一つの居住地もしくは居住地群の住民
に多様な性格・内容を含みうる特別の身分を認可した文
書」という都市・農村をこえた概念が、今日においても
基本的には受け止められている。
　しかし、近来の研究をみると、「領主と共同体との関
係を規定した文書」と一般的に捉える点については大方
の中世史研究者の間では一致をみているものの、共同体
と領主いずれの利益に力点をおくかについては、大きな
変化がみられる。すなわち、慣習法文書が領主の恣意を
排除し共同体に諸権利を保証している点をみとめつつ、
この状況が領主にとっては所領、さらには領邦支配の安
定を保証しているとの見方が強くなっている。1980－90
年代に慣習法文書をテーマとして開催された諸学会での
報告はもっぱら領主の利益に力点をおいて慣習法文書を
捉える姿勢が濃厚となっている。この点に加えて注目さ
れるのは、都市と農村を峻別する学説への批判を強く打
ち出した上記の概念規定にもかかわらず、実際の研究を
みると、慣習法文書は農村的居住地の法として扱われて
いる嫌いが強い点である。本研究が対象としているエノ
ー伯領の慣習法文書に関しても如実にそれが表れてい
る。首邑MonsとValencienmesの法は慣習法文書研究の対
象とされていないし、逆にボンヌ・ヴィルとなった
Soignies，　Fontaine－1’Eveque，　Hal，　Trazegniesは明らかに
村落として位置づけられているのである。
　筆者は、かってエノー伯領の都市と農村を論じた際に、
1295年に特権を賦与したMonsの文書を慣習法文書とし
て取り扱った。本年度はエノー伯Jean　d’Avesnesによっ
てMonsに賦与された特権を取り上げて慣習法文書の性
格を改めて検討し、「慣習法文書としてのモンスの特権」
（藤井美男・田北廣道編著『ヨーロッパ中世世界の動態
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像』九州大学出版会、2004年）として公表した。
　1295年エノー伯はMonsに特権を認めた複数の文書を
与えているが、両者の協定の草案と協定書に加えて、都
市の確認文書、伯の封臣や皇帝の文書局による他のコピ
ーが併せて12通伝来しており、1295年はMonsの都市史
における重要な転機とみられる。1これらの文書の内容の
核となっているのは、聖人衆、俗人領主被護民、他所民
および農奴の死亡に際してのマンモルトないしメイユー
ル・カテルの免除である。1295年に出された諸文書をみ
ると、随時両者の間の流動的交渉によって作成されたと
みられる。
　このような両者の関係の背景をみると、そこにはJean
2世即位以来の内外との関係が働いており、伯への財政
的援助と引き替えにMonsの都市の共同体に特権が賦与
されているのである。以上の点から、モンスの文書が領
主と共同体の双務的協定という性格をもち、農村的居住
地の文書と理念的には同一の性格をもっていることが指
摘される。さらに、自由の保証の多様な形態、他の慣習
法文書に含まれる特権の比重の軽重を考慮すると、
Monsの場合についても、1295年の諸文書のみならず、
Monsに特権を賦与した個々の文書を慣習法文書に包摂
しても不都合は生じないと思われる。Monsでは1251年
に伯によって法が出され、メールと7人のエシュヴァン
が伯によって任命され、伯につながるプレヴォ、バイイ
がおかれるといった、かなり進んだ形の行政組織が出来
上がっている。そして、13世紀半ばからMonsでは複数
の文書でエシュヴァンが裁判権、流通税、ターユ、アシ
ーズの徴収権、共用地の収入取得などを認められており、
1295年に伯と交渉したのはこれらエシュヴァンであっ
た。このように、一つの都市の複数の文書が慣習法文書
という性格をもっていたとしても、齪飴は生じないので
はなかろうか。
　慣習法文書はしばしば各居住地の一個の文書を対象と
して検討されてきた。しかし、広く慣習法文書を捉えよ
うとする観点からすれば、都市・農村を問わず、かつ居
住地に賦与された複数の文書を取り上げて、慣習法文書
の起草を時間的に持続する動きとして捉えていく必要が
あろう。
